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問８ 完全支配関係がある法人間の資産の譲渡取引における譲渡の意義 

 

 

 

 

 

 

 

 

答 Ｇ１から譲渡損益調整資産を譲り受けたＧ２が、その後、グループ内のＧ３にその資

産を譲渡した場合には、Ｇ１は繰り延べていた譲渡損益の戻入れを行うこととなります。 

 

【解説】 

内国法人が完全支配関係のある他の内国法人に譲渡した譲渡損益調整資産に係る譲渡

利益額又は譲渡損失額を繰り延べた場合において、その譲渡を受けた他の内国法人にお

いてその譲渡損益調整資産の譲渡、償却、評価換え、貸倒れ、除却等の事由が生じたと

きは、その譲渡利益額又は譲渡損失額に相当する金額は、所定の計算により算出した金

額を益金の額又は損金の額に算入する（戻し入れる）こととされています。 

上記の「譲渡」からは、完全支配関係のある別の内国法人への譲渡が除かれていませ

んので、譲渡損益調整資産をＧ１から取得したＧ２が、さらにその資産をグループ内の

Ｇ３に譲渡した場合には、Ｇ１は繰り延べた譲渡損益を戻し入れることとなります。 

一方、Ｇ２は、その譲渡損益調整資産をＧ３に譲渡したことにより生じた譲渡利益額

又は譲渡損失額に相当する金額を損金の額又は益金の額に算入して譲渡損益を繰り延べ

ることとなります。 

 

 

【適用関係】 

  上記の措置は、法人が平成 22 年 10 月１日以後に行う譲渡損益調整資産の譲渡に係る

譲渡利益額又は譲渡損失額について適用されます。 

 

【関係法令】 

  法 61 の 13①② 

  法令 122 の 14④⑥ 

改正法附則 22① 

改正令附則 15① 
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①Ｇ１：譲渡 損益の繰延 べ
②Ｇ１：譲渡 損益の戻入 れ

 
②Ｇ２：譲渡 損益の繰延 べ 

問  内国法人Ｇ１は完全支配関係のある他の内国法人Ｇ２に対して譲渡損益調整資産を

譲渡して、その譲渡に係る譲渡損益を繰り延べました。 

その後、譲渡を受けた他の内国法人Ｇ２が完全支配関係のある別の内国法人Ｇ３にそ

の譲渡損益調整資産を譲渡しましたが、完全支配関係のあるグループ内の法人間の譲渡

であることから、Ｇ１は譲渡損益の戻入処理を行うことなく、繰り延べたままにしてお

くのでしょうか。 


